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ズの記者であるリップマン自身への自戒を込めた分析である。 































知し、この選挙で大いに活用したともいえる。実はルーズヴェルトは 1933 年３月４日に第 32代
大統領に就任し、早くも３月 12 日には「炉辺談話（fire side chat）」といわれるラジオ放送をして
いるからである。1929 年に始まる世界大恐慌の打開策を打ち出せないフーバー大統領に代わって
ルーズヴェルトは大統領に初当選したものの、いわゆるニューディール政策は社会主義的色彩が
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40 本のスポット CM が制作され、そのうち 28 本が投票日（11 月４日）も近くなった 10 月中旬
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かけの成果であろうか、フロリダ州の期日前投票約 260 万票のうち、民主党が 45％獲得している
のに対し、共和党は 39％であった(14)。インターネット上での情報交換に閉じこもるのではなく、
まさにオフラインでの face to face な関係における口頭コミュニケーションの成果であるとみられ
なくもない。期日前投票にかぎらず、選挙の結果、フロリダ州での得票率をみてもオバマ候補 51％
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である。民主政治では face to face な関係における責任ある意見の相互行為（意見の交換・討論）
が理想型であり、そのルーツが古代ギリシャのポリスの直接民主政治である。さらに近代では J.
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